
（様式第４号の２：国際規格（ＩＳＯ/ＩＥＣ等）を基礎とする場合）
　 年　 月 　日

　主務大臣注１　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  著作権者となる利害関係人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  及び／又は日本農林規格原案作成

　　　　　　　　                                            を行った第三者若しくはその代表者
日本農林規格に係る著作権の取扱いに関する確認書

　○○○○注2（以下、「本著作権者」という。）は、日本農林規格等に関する法律第４条に基づく、又は、同法第５条において準用する第４条の規定に基づく、○○○○の日本農林規格（ＪＡＳ ○○○○）注３（以下、「ＪＡＳ」という。）の制定又は改正に係る申出に際し、当該ＪＡＳ原案がＪＡＳとして制定又は改正に至った場合の著作権の取り扱い等について、下記のとおり確認します。

記

1． 申出のあったＪＡＳ原案がＪＡＳとして制定又は改正された場合、当該ＪＡＳ原案／同ＪＡＳ案（主務大臣が、本申出について検討を加え、その申出に係るＪＡＳを制定すべきものと認めるときに作成するＪＡＳ案を指す。以下同じ。）／同ＪＡＳに係る著作権は、本著作権者が保有する。
2． 本著作権者は、以下の（１）から（８）までの全てに同意する。なお、国は、下記に掲げるほか、ＪＡＳの普及及び他の法令へのＪＡＳの使用に必要かつ適切な範囲において、ＪＡＳ原案／同ＪＡＳ案／同ＪＡＳにかかる本著作権者の著作権を制限することができるものとする。

（1） 本著作権者は、日本農林規格調査会（以下、「ＪＡＳ調査会」という。）における調査審議（調査審議に当たって必要となる広く一般の意見を求める手続を含む。以下同じ。）、世界貿易機関／貿易の技術的障害に関する協定（ＷＴＯ／ＴＢＴ協定）に基づく事前意図公告（通商弘報）、官報公示及び電子閲覧に伴うＪＡＳ案／同ＪＡＳの公表及び公衆送信を認める。

（2） 本著作権者は、主務大臣による検討又はＪＡＳ調査会における調査審議の結果、主務大臣又はＪＡＳ調査会がＪＡＳ原案／ＪＡＳ案に対して修正・追加などの翻案（創造的なものを含む。）を行うことを認める。

（3） 本著作権者は、申出のあったＪＡＳ原案がＪＡＳとして制定又は改正された場合、当該ＪＡＳの普及に当たっては、適当な第三者と契約等を行う等により、合理的な理由のない限り無差別に、かつ、適正な対価にて、当該ＪＡＳを出版又は公衆送信する。
（4） 本著作権者は、申出のあったＪＡＳ原案がＪＡＳとして制定又は改正された後において、国（主務大臣）が当該ＪＡＳの改正案を作成すること及び当該改正案に当該ＪＡＳの全部若しくは一部を使用すること、又は、第三者が当該ＪＡＳの改正の申出を行うこと及び当該改正原案に当該ＪＡＳの全部若しくは一部を使用することを認める。

また、当該改正案／改正原案が改正に至るまでに、当該ＪＡＳの改正により新たに発生する権利（二次著作権）を取得する国（主務大臣）又は第三者との間で著作権の必要な調整を行う。なお、本著作権者は、申出のあったＪＡＳ原案が他のＪＡＳの全部又は一部を使用している場合、改正の申出に先立って、他のＪＡＳの著作権者と必要な調整を行う。

（5） 本著作権者は、申出のあったＪＡＳ原案がＪＡＳとして制定又は改正された後において、国（主務大臣）又は第三者が行う、当該ＪＡＳの全部又は一部を利用した国際提案を認める。

なお、ＪＡＳの国際提案（ＩＳＯ／ＩＥＣのＴＣ／ＳＣへの国際規格制定等のための新作業項目提案等）については、本著作権者が、国内審議委員会等におけるコンセンサスの形成を確保しつつ、自ら実施することが原則である。

（6） 本著作権者は、当該ＪＡＳが法規類又はこれらに基づく技術基準、若しくは、調達基準その他これらに類するものに使用されることを認める。さらには、適正な普及のため特に必要とされる場合、当該ＪＡＳが技術内容を解説する図書に使用されることを認める。

（7） 本著作権者は、当該ＪＡＳが適正に普及活用されるよう、その利用者が当該ＪＡＳの技術的内容の一部を当該利用者の社内規格等の一部として使用することを認める。注４
（8） 本著作権者は、申出のあったＪＡＳ原案がＪＡＳとして制定又は改正された後において、市場動向等を踏まえつつ、当該ＪＡＳが最適な技術的な内容を維持するよう、当該ＪＡＳの改正の申出を行う等適正な維持管理を行う。

3． 本申出に係るＪＡＳ原案は次の著作物を基礎としており、本著作権者は、当該著作物の利用等に関する許諾又は著作権の譲渡を原著作権者から受けている。
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（本件に関する連絡先及び担当者氏名：○○○○　○○○○○　電話番号、ファックス、e-mail等）

注１　この確認書の宛名は、農林水産大臣を主務大臣とする規格にあっては農林水産大臣宛て、財務大臣及び農林水産大臣を主務大臣とする規格（有機加工食品）にあっては財務大臣及び農林水産大臣宛てとしてください。
注２　著作権者の名称（著作権者が複数の場合にあっては全ての著作権者の名称）を記載してください。
注３　規格の名称を記載してください。また、規格に番号（ＪＡＳ ○○○○）が付されている場合は、併せて記載してください。
注４　ここでいうＪＡＳの使用とは、当該ＪＡＳの技術内容の社内規格等への適正な反映を図るための措置であり、単にＪＡＳを社内規格に置き換えることを意図しているものではありません。その場合は、ＪＡＳの複製に当たる可能性があるので、本著作権者の許諾の必要性について注意が必要となります。
